
消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（令和２年度）

目　的 目　標 目標値 実績 達成度 評価

Ⅰ
農薬の適正使用等の総合的

な推進

事業の実施方法
１　事業の必要性
東京都内には6,211件(令和３年３月末現在)の農薬販売者による届出があり、小売、卸売を問わず、販売者
が集中している。また、都の農業生産は少量多品目栽培であることや、農地や樹木は市街地にあり、住宅
地と隣接した中で農薬を散布しなければならないことからも、農薬の適正使用や飛散防止は重要な課題で
ある。
このような状況下で、農薬の適正使用や取り扱いに対する関心も高いことから、立入検査を重点的に実施
している。重ねて、リーフレットの作成や講習会の開催を実施、農薬管理指導士の認定を通して、農薬の適
正販売・使用を推進する。そのために、以下の事項を実施する。
（1） 農薬管理指導士の養成及び資質向上のための研修会の開催
（2） 農薬使用者を対象にした安全・適正使用講習会の開催
２　目標値の考え方
（1） 不適切な販売の発生割合
過去３年間（平成29～令和元年度）に実施した農薬販売店の立ち入り検査では、不適正な販売実績が平均
で8.2％（平成31年度3月末時点）であった。令和２年度の目標値は、過去３年間の平均値から0.2％削減し
た8％に設定した。
（2） 不適切な使用の発生割合
都内ゴルフ場全23件について、農薬の使用計画書及び使用報告書を確認し、不適切な使用の実態把握を
行っている。そのうち、立入検査は年間２件を目標とし、不適切な使用の減少を図っていく。

(1)農薬の安全使用の推進
安全使用講習会　 　1回
販売者への立入   268件
ゴルフ場　２件
(2)農薬の適切な管理及び販売の推進
農薬管理指導士研修   2回（講義動画配信11日間＋11日間）

不適切な販売の発生割合　8%

不適切な使用の発生割合　0%

1.1%

0%

108%

100%

A

A

農薬の不適切な販売割合の目標値は8％に対し、実
績は1.1％となり、目標値を達成できた。不適正の内
容は、農薬販売届の未提出、不適正表示などで、無
登録農薬の販売などは見受けられなかった。
農薬の不適切な使用割合の目標値は、0％に対し、
実績は0％で目標を達成できた。都内ゴルフ場23件の
うち2件の立入をおこなったが、どちらも適切に使用さ
れていた。
農薬販売店及びゴルフ場への立入検査の際には、農
薬販売業者等に対してパンフレットを配布し、農薬の
適切な管理について指導し、農薬の適正管理に関す
る意識の向上に寄与した。
　また、農薬安全講習会･農薬管理指導士研修会を、
初となるオンライン形式で実施した。これにより、集合
形式での講習会を開催できない状況下でも、農薬使
用者に対する農薬の適正･安全使用の周知徹底が図
られ使用者の意識は着実に向上しており、今年度の
事業の目的を達成したと考えられる。

家畜衛生の推進

事業の実施方法
事業の必要性及び目標値の考え方
１　事業の必要性
近年、口蹄疫、牛海綿状脳症及び高病原性鳥インフルエンザ等重要な伝染性疾病が、継続的に発生し、畜産経営だ
けでなく、都民の生活にも大きな影響を与えている。　家畜の生産性及び衛生管理の向上並びに生産段階における
畜産物の安全性を確保するため、家畜衛生に関する各種調査、検査並びに情報収集等を行い、畜産農家に対する
衛生管理技術の普及・啓発及び指導を実施し、伝染性疾病の発生割合の低減を図る。
２　目標値の考え方
家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第4条第4項及び第13条第4項の規定に基づき都道府県が国に報告す
る監視伝染病の発生件数及び都道府県等が病性鑑定等で把握する監視伝染病以外の伝染性疾病の発生件数の和
の減少率及び検査件数の増加率により家畜衛生に係る取組の充実度を次式にて算出する。
家畜衛生に係る取組の充実度の算定式＝100×（1＋Ａ）×（1＋Ｂ）
算定式＝100×（1＋Ａ）×（1＋Ｂ）
　Ａ＝家畜の伝染性疾病の検出率注）の減少率
　　注）検出率＝（家畜の伝染性疾病の発生件数）／（対象疾病の検査件数）
　Ｂ＝Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
　　※Aの下限を-0.99とする。
（１）現状（平成２９～令和元年度(H31)の平均値）
伝染性疾病の発生件数=7.22、対象疾病の検査件数=10,176、検出率=0.00071
（２）事業実施後（令和２年度）
伝染性疾病の発生件数=6、対象疾病の検査件数=9,800、検出率= 0.00061
Ａ=家畜の伝染性疾病の検出率の減少率
=((［現状］-［事業実施後］)/［現状］)
=((0.00071－0.00061)/0.00071)＝0.14085
Ｂ=Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
=(［事業実施後］-［現状］)/［現状］=((9,800-10,176)/10,176)=-0.03695
家畜衛生に係る取組の充実度=100×(1+Ａ)×(1+Ｂ) =100×(1+0.14085)×(1-0.003695)=109.9

事業の成果
達成度　[目標値](%)=109.9％
伝染性疾病の発生件数=8、対象疾病の検査件数=7,441、検出率=0.00108
Ａ=家畜の伝染性疾病の検出率の減少率
=((［現状］-［事業実施後］)/［現状］)
=((0.00071－0.00108)/ 0.00071)＝-0.52113
Ｂ=Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
=(［事業実施後］-［現状］)/［現状］=((7,441-10,176)/10,176)=- 0.26877
 家畜衛生に係る取組の充実度=100×(1+Ａ)×(1+Ｂ)=100×(1-0.52113)×(1- 0.26877)= 35.0（109.9）

特殊事情を考慮した達成度

伝染性疾病の発生件数=8、対象疾病の検査件数=9,800、検出率=0.00082
Ａ=家畜の伝染性疾病の検出率の減少率
=((0.00071－0.00082)/ 0.00071)＝-0.15493
Ｂ=Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
=((9,800-10,176)/10,176)=- 0.03695
家畜衛生に係る取組の充実度=100×(1+Ａ)×(1+Ｂ)
=100×(1-0.15493)×(1- 0.03695)= 81.4
達成度=実績値/目標値×100=81.4/109.9×100=74.1%≒74%

家畜衛生に係る取組の充実度 109.9% 81.4% 74% B

伝染性疾病は単発的であり、発生時にはその都度適
切な対応・指導を実施し、伝染病がまん延する状況
はなかった。各種事業の実施により都内畜産農家の
衛生対策の向上が図られた。今後も本事業を継続
し、適切な飼養衛生管理を維持するよう指導する。新
型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言
及びその後に引き続き実施した感染拡大防止対策の
ため、東京都は8割の出勤抑制がなされ、不要不急
の農場立入及び検査の自粛を余儀なくされた。また、
宣言解除後も他県よりも長期間に渡って実施した感
染拡大防止協力金の審査業務に多くの家保職員が
動員され、緊急性の高い業務しか実施できなかった。
そのため、本事業は適切に実施したが、達成度は
31％と低くなった。しかし、検査がコロナの影響を受け
ずに当初の予定通りで実施できたと仮定すると達成
度は74％のため、評価はBが妥当と考える。

養殖衛生管理体制の整備

事業の実施方法
１．事業の必要性
 近年、水産養殖業に魚病が多発しており、この対策に使用される水産用医薬品に関して残留性および耐性菌の観
点から適正な使用が必要になっている。また、食品の安全性に対する消費者の関心の高まりもあり、医薬品だけでな
く、養殖現場で使用される養魚用飼料や衛生管理にも適正な指導と監視体制の整備が不可欠である。そこで、魚病
発生の把握に努め、魚病に対する防疫および医薬品の適正使用を指導することにより、都内における魚病の発生・
蔓延を防止し、より安全で安定した養殖魚生産の推進を図るため、交付要綱別表１の事業メニューのうち、（１）総合
推進会議の開催等、（２）養殖衛生管理指導、（３）養殖場の調査・監視、（５）疾病の発生予防・まん延防止にとり組む
こととした。
２．目標値の考え方
・給餌養殖経営体数：都内の養殖組合等に加盟し、都内に養殖池をもっている養殖業者等（25件）
・水産用医薬品適正指導使用指導等会議の開催回数　2回（海面1回・内水面1回）
・養殖衛生指導（巡回指導等）によるもの（25件）

事業実施内容
1.総合推進会議の開催など
・総合推進会議（web開催）
・内水面関東甲信ブロック地域合同検討会（書面開催）出席、太平洋ブロック地域合同検討会（書面開催）出席
2.養殖衛生管理指導
・指導会議実施回数　2回
・巡回指導（海面1件・内水面23件）24経営体に実施
・魚病診断時における指導等
3.養殖場の調査・監視
（１）養殖資機材使用状況調査：令和3年3月実施
（２）医薬品残留検査：海面2検体×2薬品、内水面5検体×4薬品の実施
　いずれの検体も検出限界値以下であり、食品として安全であることが証明された。詳細は別記1, 2　医薬品残留検査結果表に示す
（３）薬剤耐性菌の実態調査：冷水病原因菌およびビブリオ病原因菌について実施。詳細は別記4薬剤感受性試験結果に示す
5.疾病の発生予防・まん延防止対策
（疾病監視対策）別記3魚病発生図のとおり
（疾病発生対策）魚病診断後、投薬指導およびまん延防止対策指導等をおこなった。なお、未知の疾病は発生しておらず、既知の疾
病についても投薬によって被害を軽減し、甚大な被害は発生していない

養殖衛生管理指導を行った養殖等経営体数の割合：96％（24/25）
※1件の養魚場において、令和2年度は休業していることが確認されたため、指導を実施しなかった。
・経営体数　給餌養殖経営体数　25件
・水産用医薬品適正使用指導等会議の開催回数：2回
　（海面1回　令和3年3月11日、内水面1回　令和3年3月4日実施）
・養殖衛生指導等を行った経営体数（実経営体数）
　　　・うち指導会議によるもの　9件（内水面9件）
　　　・うち巡回指導によるもの　24件（海面1件　内水面23件）
　　　・その他　魚病診断時に投薬指導等を行ったもの　4件（12回）

成果
指導会議、巡回指導時に水産用医薬品の適正指導を行ったほか、都内で発生する魚病についての情報の普及に取り組んだ。
また、地域で問題となっている魚病について診断等を行い、発生対策、まん延防止対策、防疫方法などについて指導をおこなった。

養殖衛生管理指導を実施した経営体数の割合
25/25(100%)

24/25
(96%)

96% A
指導会議、巡回指導、医薬品残留検査、薬剤感受性
試験を計画的に進め、目標を達成した。

重要病害虫の特別防除等

１　目　的
果樹や果菜類の重要害虫であるミバエ類やコドリンガ等が侵入した場合、早期に発見するため、輸入農産物が集積
する青果市場において侵入警戒調査を実施した。
調査は、ミバエ類は都内の青果市場、コドリンガは都内の果樹生産圃場等に誘殺トラップを設置し、月1回（8月はミバ
エ類のみ月2回）誘殺剤の交換をかねて行った。

２　内　容
 (1)　調査地点　　　ミバエ類：10市場（区部5市場、多摩地域5市場）
コドリンガ：2圃場
 (2)　調査対象害虫　ミバエ類：ウリミバエ及びミカンコミバエ類、チチュウカイミバエ
コドリンガ
 (3)　調査期間　　　ミバエ類：4月から11月（8ヶ月間）
コドリンガ：4月から11月、3月（9ヶ月間）
なお、これらについては、都と農林水産省植物防疫所との間で取り決めてきている。このため、例年同様の調査を実
施した。

３　侵入警戒調査総回数
 (1) ウリミバエ及びミカンコミバエ類 10地点×８ヶ月(*)＝90回・・a
 (2) チチュウカイミバエ　　　　　　 10地点×８ヶ月(*)＝90回・・b
（*８月は月2回調査）
(3) コドリンガ　　2地点×９ヶ月＝18回・・c

(ｱ)  侵入警戒調査実施状況・地点数　(a)90回・10地点、(b)90回・10地点、
(c)18回・2地点
(ｲ)  対象病害虫の発見・発生状況　　(a) (b) (c) なし
(ｳ)  対象病害虫の防除状況　　　　　(a) (b) (c) なし

重要病害虫侵入警戒調査等の実施178回 198回 111% A
事業計画に基づき、着実に目標値を達成した。
今後も、侵入警戒調査を継続して実施していく。

総　　計・総合評価 89% A

Ⅱ

区　　分 目標値及び実績
事業実施計画 事業実施実績 都道府県等による評価の概要



消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（令和2年度・特別型）

目　的 目　標 目標値 実績 達成度 評価

家畜衛生の推進

豚熱の検査の実施により、ウイルスの浸
潤状況を把握し、適切な野生イノシシ侵
入防止対策を実施することで、農場バイ
オセキュリティを向上させ、CSFのまん
延を防止する。

　本事業を実施するにあたり、捕獲を実施し
ている市町村及び市町村から捕獲の受託を
受けている狩猟団体等との調整を実施する
必要があったが、新型コロナウイルス感染症
の拡大に伴う緊急事態宣言及びその後に引
き続き実施した感染拡大防止対策のため、
事業実施体制の新規構築に必要な関係者、
関係団体との調整ができなかった。
　そのため、令和２年度において本事業の活
用が見込まれないことから、令和３年２月に
関東農政局長に対し、事業実施計画の変更
（令和３年２月15日付２産労農安第1280号）と
事業廃止申請（令和３年２月15日付２産労農
安第1281号）を行い、その後、計画変更承認
通知（令和３年２月25日付２関消第919号）及
び交付決定取消通知（令和３年３月８日付２
関東消第133-2号）を受けている。

豚熱のまん延防止 なし - -

　野生イノシシにおける豚熱ウイルス
の検査は、本事業の有無に関わらず
実施しており、豚熱浸潤状況の把握を
行うとともに、検査結果を農場におけ
る野生イノシシ侵入防止対策の推進に
活用している。

〇令和２年度　野生イノシシ検査実績
遺伝子検査
　死亡イノシシ　10頭（うち陽性７頭）
　捕獲イノシシ　30頭（うち陽性１頭）
抗体検査
　捕獲イノシシ　30頭（うち陽性５頭）

令和元年度補正予算

重要病害虫の特別防除等

平成２１年４月、東京都青梅市で栽培さ
れているウメにウメ輪紋ウイルス（プラ
ムポックスウイルス、以下「ＰＰＶ」）が感
染していることが確認された。そこで、
PPVのまん延を防止するため、周辺地
域における発生調査、及びこれを媒介
するアブラムシの防除、感染樹等の買
上げ、伐採・焼却等を実施する。

（１）プラムポックスウイルスの発生調査
　・調査地域：東京都内１区市町村
　・調査時期：７月～８月
　・調査対象植物：ウメ、モモ、スモモ、ア
ンズなど省令による移動制限植物
（２）アブラムシの防除
　・植物防疫官との協議に基づき、消毒
を要する箇所はなし。
（３）植物の買上げ
　・実施地域：青梅市
　・本数：計　11本　経済樹2本、庭木等 9
本、苗木・植木類 0本
（４）植物の伐採及び焼却
　・実施地域：青梅市
　・本数：計  11本　経済樹 2本、庭木等
9本、苗木・植木類 0本
（５）その他の防除対策推進に必要な経
費
　・業務システムの運営等
　　業務システムの運用支援委託
　　事務消耗品等

PPVのまん延防止
PPVの適切なまん延防

止
達成 適正 目標を達成しており良好である。 令和２年度当初予算

重要病害虫の特別防除等

平成２１年４月、東京都青梅市で栽培さ
れているウメにウメ輪紋ウイルス（プラ
ムポックスウイルス、以下「ＰＰＶ」）が感
染していることが確認された。平成２７
年度より早期再植を望む青梅市に対し
て植物防疫法第19条第１項の規定に基
づく協力指示書が交付された。
このため、ウメ輪紋ウイルス緊急防除の
強化対策を推進し、早期根絶、防除区
域解除に向けて取り組む。

（１）市町村による発生調査
・調査地域：梅郷1丁目～6丁目、和田町
1・2丁目、畑中3丁目、柚木町1丁目、二
俣尾1・2丁目、日向和田2・3丁目、畑中
1・2丁目、柚木町2・3丁目、二俣尾3・4丁
目、日向和田1・2丁目
・調査時期：6～7月、8月、9～10月
・調査対象植物：ウメ、モモ、スモモ、アン
ズなど省令による移動制限植物

（２）アブラムシの防除
・防除地域：梅郷1丁目～6丁目、和田町
1・2丁目、畑中3丁目、柚木町1丁目、二
俣尾1・2丁目、日向和田2・3丁目、畑中
1・2丁目、柚木町2・3丁目、二俣尾3・4丁
目、日向和田1・2丁目
・防除時期：10月（1,271園地・7,677本）、2
月（1,279園地・7,895本）

（３）その他の防除対策推進
・広報活動　市報掲載,回覧板回付,チラ
シ配布ほか

PPVのまん延防止
PPVの適切なまん延防

止
達成 適正 目標を達成しており良好である。

令和２年度当初予算
青梅市（間接補助部分）

区　　分 目標値及び実績

Ⅱ伝染性
疾病

・病害虫
の発生予
防・まん
延防止
（特別交
付型交付

金）

事業実施計画 事業実施実績 都道府県等による評価の概要 備考


